
108 ││ INTERNET magazine ││ 2005 ││ 09 ││

現実味を帯びる
1世帯1台パソコン時代

1981年、IBMから誕生した初のPCマ

シンは当時3,045ドル（インフレ調整後の実

質価格で6,327ドル）で発売された。それ

からちょうど10年後の1991年、PC価格は

2,000ドル（実質2,780ドル）に値下がりし、

2001年には平均価格1,500ドルとさらに下

降した。この傾向は2001年以降さらに加

速し、現在、米国では1,000ドルを下回る

平均682ドルで販売されている（出典：

NPD Group）。もちろん、上記いずれの

価格にもモニターは含まれていない。

ハードウェアの標準化と激しい競争に

より、特にここ10年間におけるPC価格

は下降線をたどってきた。これに伴い、

PCの普及率はかなり速いペースで増加

している。その変化を数値で表すと、PC

を所有する米国世帯は1997年に36％で

あったのに対し、2003年末には61.8％に

上昇しており、うち54.6％がインターネッ

ト接続サービスに加入している（出典：

US Department of Commerce）。増加

傾向にあるPCの普及率に関しては、価

格の手頃さが理由の1つに挙げられる。

PC価格の引き下げは他のテクノロジーと

同様、自然な成り行きであったが、1997

年にコンパック社が発表した 1,000ドル

を切るメインストリームデスクトップPCが

消費者市場で強い支持を受け、さらにこ

こから価格の低下が続行した。実際、単

とで、最終的にはメーカーの顧客拡大に

つながる。教育環境の整備と向上を目指

したPC開発については、MITの活動が

代表的だ。ニコラス・ネグロポンテ教授

（同研究所の創設者および現所長）を中心

とした同校付属のメディア・ラボでは、「各

生徒に1台」を目標にインターネット接続

技術を伴ったPCをカンボジアの学校3

校に寄付。同研究所では現在、AMD、

グーグル、モトローラ、サムスン，ニュー

ズグループの4社と協力しながらAMD

製チップとLinuxを搭載したPC開発に

取り組んでいる。2006年末～2007年初

頭に予定の製品出荷に先立ち、中国やブ

ラジルなど5か国～6か国の文部省より

600万台の受注が期待されている。

PCメーカーにおける新興市場への参

入目的は、主にPC普及率の増加にある。

アジアの2大人口密集国──中国では

7.3％、インドにいたっては3.6％（出典：

Internet World Status）とPC普及率が

低く、確かに大きなビジネス機会が見込

まれている。米国ではAMD社が昨年10

月、インド市場向けにWindows CEベー

スのパーソナルインターネットコミュニ

ケーターを発表。台湾企業のVia Tech-

nologies社、インドのXenitis Infotech社

などでも低価格PCの開発に積極的だ。

マイクロソフト社では違法コピーの濫

用防止策として、低所得者層向けにエン

トリーレベルの Windows XP Starter

Editionをパッケージ化し、すでに世界5

価と比例してPCの1台当たりの利益は

下がったが、総出荷数の増加により売上

全体は上昇したのである。

今年5月に発表されたガートナー社の

調査結果によると、2005年における世界

のPC出荷台数は2億210万台程度に達

する見込みで、前年比10.2％増とされる。

ここで着目したい点は、これら出荷台数

の約50％が新規ユーザーに利用される

事実である。2004年で6億6100万人とさ

れたPCユーザーは、この割合を維持す

れば2009年には10億人を上回ることに

なる（出典：ガートナー社）。

先に述べた価格低下に加え、ブロード

バンド技術の発達にも恩恵を受けたPC

は、確かに米国など先進諸国での普及率

が高い。実際、これらの国で100ドルPC

を展開すれば、比較的短期間でさらに普

及率が上昇し、飽和状態に達する可能性

も考えられる。したがって、大手PCメー

カー各社の真のターゲットは国外、特に

東南アジア、アフリカ、南米などにおける

新興国の市場である。

発展途上国への
PC普及とビジネスチャンス

開発者側の目的は、こうした新興国に

情報サービスをもたらし、先進国を含め

た世界全体におけるデジタル格差を縮小

する点にある。その結果、教育水準の向

上や新興国におけるGDPが成長するこ

100ドルPCの現実化
ビジネス、社会、産業界にもたらす影響
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モニター付きのPCが100ドルで購入できる──昨年以来、米国ではこの

破格値のコンピューターに関する話題が頻繁に取り上げられてきた。この

100ドルPCは産業界や社会にどのような影響をもたらすことになるのか。
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か国で展開している。機能限定版のPC

を廉価で広く普及させ、最終的にはWin-

dows XP とOfficeのライセンス料（1,000

ドル程度）で利益を上げることが狙いだ。

オープンソースが
低価格化への鍵

マイクロソフト社の戦略を考慮すると、

100ドルPCの実現にはソフトウェアのコ

ストをいかに削れるかが鍵になる。

マーケティングやディスプレイ技術の費

用は当然のことながら、モニター付きで

100ドルPCを販売するにはOSのコスト

を40ドル以下に抑える必要がある。した

がって、オープンソースのソフトウェアを

活用すれば十分に成り立つ。

中国やインドをはじめ、アフリカ、東

欧、ロシア、南米などPC普及率が30％

以下とされる市場に対しては、Mozilla、

Linux、OpenOfficeに代表されるオープ

ンソースのサプライヤーが期待感を膨ら

ませている。

新興市場へ参入する上で、PCメーカー

では各国のエネルギー供給事情にも注意

を払っている。これら新興国の多くでは

電気供給が不安定なため、省電力型や長

時間のバッテリー寿命、あるいは太陽電

池への対応も仕様に盛り込む必要があ

る。

デジタルデバイド解消にも貢献

このように100ドルPCについては、技

術面のみならず販売戦略、保守サービス

など多くの課題が残されているが、実現

すればさまざまな分野に影響を与え得る

イノベーションである。IT産業に関して

は、PC利用者の増加によりインターネット

活動が活性化され、新しいビジネス機会

を産み出すことになる。特にオープン

ソースソフトソフトウェア業界は、100ドル

PCの土台として新境地を開拓していくは

ずである。また、社会的観点から見ると、

コンピューターの活用により前述のMIT

のメディア・ラボが推進する教科書代わり

の携帯PCは、教育の分野で重要な役割

を担っている。米National Educational

Longitudinal Surveyの調査結果による

と、PCを所有する家庭の子供は、所有し

ない家庭の子供に比べて読解力と数学

力が若干高いとされる。PC普及率の高

い社会では、年齢や職業を問わず、日常

のあらゆる場面で情報通信の習得が求め

られるが、低価格PCの実現は、先進国

において収入格差から派生した「情報格

差」の収縮に貢献していく。

100ドルのノートパソコンは
実現するか

いまから3年後には100ドルのノート

PCが誕生するとも言われている。先進国

においては一般利用者への普及率100％

を目指す一方、新興国では政府が中心と

なり教育環境への導入に力を入れてい

く。ハードウェア、ソフトウェアの両方が

本当に100ドルだけで購入できるのであ

れば、世界におけるPC普及率は増加し、

さらにはネット接続率も確実に上昇する

であろう。

米国世帯におけるPC所有、インターネット接続、ブロードバンド接続の割合変化

出典：US Department of Commerce

低価格PCの製造に取り組むベンダー企業の例（05年6月現在）
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Internet

Computer

企業名（本社）

AMD（米国）

PicoPeta Simputers
（インド）

SolarPC（米国）

Via Technologies
（台湾）

Xenitis Infotech
Pvt Ltd（インド）

Wal-Mart（米国）

製品名

Personal Internet 
Communicator

BEL－PicoPeta
Simputer

SolarLite

Terra

Apna PC（中国企業
Unitek Computersと
技術提携）

Linare Desktop

特長

－Windows CE

－Linux

－Intel StrongARM 
200MHzプロセッサー

－12V（太陽電池）

－Linux

－FireFox Browser

－Linux（Windowsも
検討中）

－1GHzプロセッサー

－Linux

－Linux

－AMD Sempron
プロセッサー

－128MB

現在の対象市場

インド

インドを中心とする
新興市場

GEL Project（Global 
Education Link）を通じ
発展途上国へ100万台
を寄付

インド

インド（中東と
SAARCも検討中）

米国

価格

OS込みで185ドル（モ
ニター付きは249ドル）

ハンドヘルドPC：
250ドル

100ドル（モニターなし）*
最低受注数は100万台

HDDおよびモニター込み
で250ドル（試作機は
今年発表済み）

モニター付き240ドル

199ドル
（モニター別売
168ドル～）

発売日（または予定日）

2004年10月

2004年

2005年末～
2006年1月

2005年9月～10月

2005年3月

店頭、オンラインにて
販売
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